
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

第５章 市制定の条例・規則 
 

   第１節 法令を補足するために市で定めた規則 
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１－１ 都市計画法に基づく開発行為等の規制に関する規則          

 
○都市計画法に基づく開発行為等の規制に関する規則 

平成８ 年３ 月２ ９ 日 

規 則 第 ６ ０ 号 

（趣旨） 

第１ 条 こ の規則は、 都市計画法( 昭和４ ３ 年法律第１ ０ ０ 号。 以下「 法」 と いう 。 ) に基

づく 開発行為等の規制に関し 、 法、 都市計画法施行令( 昭和４ ４ 年政令第１ ５ ８ 号。 以

下「 令」 と いう 。 ) 及び都市計画法施行規則( 昭和４ ４ 年建設省令第４ ９ 号。 以下「 省

令」 と いう 。 ) に定めるも ののほか、 必要な事項を 定める も のと する 。  

 

（設計説明書） 

第２ 条 省令第１ ６ 条第２ 項の設計説明書は、 設計説明書（ 様式第１ ） によ る 。  

２  前項の設計説明書には、 次に掲げる図書を 添付し なければなら ない。  

( 1)  実測図に基づく 公共施設の新旧対照図で縮尺５ ０ ０ 分の１ 以上のも の 

( 2)  従前の公共施設の管理者等一覧表（ 様式第２ ）  

( 3)  新たに設置さ れる公共施設の管理者等一覧表（ 様式第３ ）  

( 4)  付替えに係る 公共施設の新旧一覧表（ 様式第４ ）  

( 5)  その他市長が必要と 認める 図書 

 

（設計図の添付図書） 

第３ 条 開発区域の面積が１ ヘク タ ールを 超える 場合には、 省令第１ ６ 条第２ 項の設計図

（ 以下「 設計図」 と いう 。） に、 工事の工程計画表及び次の表に掲げる 図面を 添付し な

ければなら ない。  

図面の種類 明示すべき 事項 縮尺 備考 

求積図 開発区域の全域並びに従前の公共

施設用地、 新設の公共施設用地、

公益的施設用地、 住宅用地及びそ

の他の用地別の面積 

1, 000 分の 1

以上 

開発区域界に閉ト ラ バ

ースを 設定し 、 各用地

ごと に三斜法によ っ て

作成する こ と 。  

移動土工計画図 移動土量及びその移動系路 1, 000 分の 1

以上 

開発区域内外にわたる

搬入及び搬出を 含める

こ と 。  

道路標準横断面

図 

道路の幅員構成及び構造並びに主

要な地下埋設物及び路上工作物の

占用位置 

50 分の 1 以

上 

各幅員ごと に標準断面

を 適宜選定し て作成す

る こ と 。  

第１節 法令を補足するために市で定めた規則  
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図面の種類 明示すべき 事項 縮尺 備考 

排水流末断面図 下水放流先河川等の名称並びにそ

の高水位及び平均水位 

50 分の 1 以

上 

各放流箇所ごと に作成

する こ と 。  

調整池構造図 高水位、 容量及び水量調節装置 50 分の 1 以

上 

各調整池ごと に作成す

る こ と 。  

工事中の防災施

設平面図 

流水方向及び排水区域並びに仮排

水路、 仮えん堤、 遊水池、 沈砂

池、 柵工、 地下排水溝、 のり 面保

護工等の防災施設の位置及び工区 

1, 000 分の 1

以上 

  

工事中の防災施

設構造図 

仮排水路、 仮えん堤、 遊水池、 沈

砂池、 柵工、 地下排水溝、 のり 面

保護工等の防災施設の構造 

50 分の 1 以

上 

  

２  設計図及び前項の図面には、 必要に応じ 計算書を 添付し なければなら ない。  

 

（資金計画書の添付図書） 

第４ 条 省令第１ ６ 条第５ 項の資金計画書には、 工事費内訳書（ 様式第５ ） 及び附帯工事

費内訳書（ 様式第６ ） を 添付し なければなら ない。  

 

（開発行為許可申請書の添付図書） 

第５ 条 法第２ ９ 条第１ 項の許可を 受けよ う と する 者は、 開発行為許可申請書に、 省令第

１ ７ 条に定める も ののほか、 次に掲げる 図書（ 主と し て、 自己の居住の用に供する 住宅

若し く は住宅以外の建築物で自己の業務の用に供する も のの建築又は自己の業務の用に

供する 特定工作物の建設の用に供する 目的で行う 開発行為にあっ ては、 第１ 号、 第２ 号

及び第５ 号に掲げる 図書） を 添付し なければなら ない。  

( 1)  開発区域の土地の登記簿謄本 

( 2)  開発区域に係る 不動産登記法( 平成１ ６ 年法律第１ ２ ３ 号) 第１ ４ 条の地図の写し  

( 3)  法第３ ３ 条第１ 項第１ ２ 号に規定する 申請者の資力及び信用に関する申告書（ 様

式第７ ）  

( 4)  法第３ ３ 条第１ 項第１ ３ 号に規定する 工事施行者の能力に関する 申告書（ 様式第

８ ）  

( 5)  その他市長が必要と 認める 図書 

 

（開発行為施行同意書） 

第６ 条 省令第１ ７ 条第１ 項第３ 号に規定する 法第３ ３ 条第１ 項第１ ４ 号の相当数の同意

を 得たこ と を 証する 書類は、 開発行為施行同意書（ 様式第９ の１ ・ 様式第９ の２ ） 及び

開発区域内権利者一覧表（ 様式第１ ０ の１ ・ 様式第１ ０ の２ ） によ る 。  

 

（設計者の資格を証する書類） 
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第７ 条 省令第１ ７ 条第１ 項第４ 号に規定する 設計者の資格を 証する書類は、 設計者の資

格に関する申告書（ 様式第１ １ ） によ る 。  

 

（既存の権利者の届出） 

第８ 条 法第３ ４ 条第１ ３ 号に規定する開発行為に係る届出を し よ う と する 者は、 既存の

権利者の届出書（ 様式第１ ２ ） を 市長に提出し なければなら ない。  

 

（開発行為の変更許可申請書等） 

第９ 条 法第３ ５ 条の２ 第２ 項に規定する 申請書は、 開発行為変更許可申請書（ 様式第１

３ ） によ る。  

２  法第３ ５ 条の２ 第３ 項の規定によ る届出は、 開発行為変更届出書（ 様式第１ ４ ） によ

る 。  

 

（工事着手届） 

第１ ０ 条 法第２ ９ 条第１ 項の規定による 開発行為の許可（ 以下「 開発許可」 と いう 。）

を 受けた者は、 当該開発許可に係る工事に着手し よ う と する と き は、 速やかに工事着手

届（ 様式第１ ５ ） を 市長に提出し なければなら ない。  

 

（工事施行状況の報告等） 

第１ １ 条 市長は、 開発行為に関する 工事について、 必要があると 認めると き は、 次の表

の左欄に掲げる 工事区分に応じ 、 それぞれ当該右欄に掲げる 工程の全部又は一部を 指定

し 、 工事施行者に対し て、 あら かじ め、 その指定し た工程に達する 旨を 届け出さ せる こ

と ができ る。  

工事区分 工程 

1 擁壁工事 

( 高さ が 3 メ ート ル

以下のも のを 除

く 。 )  

( 1)  根切り の完了 

( 2)  基礎配筋の完了 

( 3)  壁配筋の完了 

( 4)  練積み造擁壁の前面地盤の高さ までの築造 

( 5)  練積み造擁壁の下端から 3 分の 1 の高さ までの築造 

( 6)  その他市長が必要と 認める工程 

2 盛土工事 ( 1)  地下排水溝の敷設 

( 2)  軟弱な地盤改良等の工事 

( 3)  急傾斜面の段切り  

( 4)  その他市長が必要と 認める工程 

3 排水施設工事 ( 1)  主要な暗き ょ の敷設 

( 2)  軟弱な地盤における排水施設の基礎工事 

( 3)  その他市長が必要と 認める工程 

4 道路工事 ( 1)  舗装工事の開始 

( 2)  その他市長が必要と 認める工程 
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工事区分 工程 

5 調整池工事 ( 1)  根切り の完了 

( 2)  底版の配筋の完了 

( 3)  床版の配筋の完了 

( 4)  その他市長が必要と 認める工程 

6 その他市長が指定 

す する 工事 

( 1)  市長が必要と 認める工程 

２  前項の規定によ る 届出があっ たと き は、 市長は、 当該工事について中間検査を 行う こ

と ができ る。  

３  工事施行者は、 第１ 項の規定によ り 指定さ れた工程に達し たと き は、 その都度工事部

分の位置及び施行状況を 撮影し 、 資料と し て整備し ておかなければなら ない。  

 

（工事完了届出書の添付図書） 

第１ ２ 条 法第３ ６ 条第 1 項の規定による 届出は、 省令第２ ９ 条に規定する 届出書（ 以下

「 工事完了届出書」 と いう 。） に、 次に掲げる 図書を 添付し て行わなければなら ない。  

( 1)  土地利用計画図( 縮尺５ ０ ０ 分の１ 以上のも の)  

( 2)  工事の施工状況を 確認する こ と ができ る 写真 

( 3)  その他市長が必要と 認める 図書 

 

（工事完了公告の方法） 

第１ ３ 条 省令第３ １ 条に規定する 工事の完了の公告は、 鹿児島市公告式条例( 昭和４ ２

年条例第２ 号) 第７ 条において準用する 同条例第２ 条第２ 項に定める と こ ろ によ り 行う

も のと する。  

 

（建築制限等の解除の承認申請書） 

第１ ４ 条 法第３ ７ 条第１ 号の規定による 建築物の建築又は特定工作物の建設に係る 制限

の解除の承認を 受けよ う と する 者は、 建築制限等解除承認申請書（ 様式第１ ６ ） を 市長

に提出し なければなら ない。  

２  前項の申請書には、 次に掲げる 図面を 添付し なければなら ない。  

( 1)  当該建築物又は特定工作物の敷地の位置及び敷地の周辺の公共施設を 明示し た付

近見取図 

( 2)  敷地の境界、 当該建築物又は特定工作物の位置並びにがけ及び擁壁の位置を 明示

し た敷地現況図で縮尺２ ０ ０ 分の１ 以上のも の 

( 3)  当該建築物又は特定工作物の平面図及び立面図( 正面図及び側面図) で縮尺２ ０ ０

分の１ 以上のも の 

( 4)  その他市長が必要と 認める 図面 

 

（工事の廃止の届出書の添付図書） 
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第１ ５ 条 省令第３ ２ 条の開発行為に関する工事の廃止の届出書には、 次に掲げる 図書を

添付し なければなら ない。 ただし 、 開発許可を 受けた工事に着手し ていないと き は、 第

２ 号及び第３ 号に掲げる図書は添付する こ と を 要し ない。  

( 1)  当該工事の廃止の理由及び廃止に伴う 措置を 記載し た図書 

( 2)  廃止時における 当該土地の状況を 記載し た図書及び写真 

( 3)  防災措置に関する図書 

( 4)  開発行為( 開発行為の変更) 許可通知書 

( 5)  その他市長が必要と 認める 図書 

 

（建築物の特例許可申請書） 

第１ ６ 条 法第４ １ 条第２ 項ただし 書の規定によ る 許可を 受けよう と する 者は、 建築物特

例許可申請書（ 様式第１ ７ ） を 市長に提出し なければなら ない。  

２  前項の申請書には、 次に掲げる 図面を 添付し なければなら ない。  

( 1)  第１ ４ 条第２ 項各号に掲げる 図面 

( 2)  当該建築物の断面図で縮尺２ ０ ０ 分の１ 以上のも の 

 

（予定建築物等以外の建築物等の建築等の許可申請書） 

第１ ７ 条 法第４ ２ 条第１ 項ただし 書の規定によ る 許可を 受けよう と する 者は、 予定建築

物等以外の建築物等の建築等許可申請書（ 様式第１ ８ ） を 市長に提出し なければなら な

い。  

２  前項の申請書には、 前条第２ 項各号に掲げる 図面を 添付し なければなら ない。  

 

（建築物の新築等の許可申請書の添付図書） 

第１ ８ 条 法第４ ３ 条第１ 項の規定による 許可を 受けよう と する者は、 省令第３ ４ 条第１

項に規定する 許可申請書に、 同条第２ 項に規定する 書類のほか、 次に掲げる 図書を 添付

し なければなら ない。  

( 1)  土地の登記簿謄本 

( 2)  不動産登記法第１ ４ 条の地図の写し  

( 3)  建築物の各階平面図( 縮尺２ ０ ０ 分の１ 以上のも の)  

( 4)  建築物の２ 面以上の立面図( 縮尺２ ０ ０ 分の１ 以上のも の)  

( 5)  その他市長が必要と 認める 図書 

 

（許可に基づく地位の承継の届出） 

第１ ９ 条 法第４ ４ 条の規定によ り 、 開発許可又は法第４ ３ 条第１ 項の規定による 許可を

受けた者の地位を 承継し た者は、 遅滞なく 、 地位承継届出書（ 様式第１ ９ ） に、 当該許

可に基づく 地位を 承継し たこ と を 証する 書類を 添えて市長に届け出なければなら ない。  

( 1)  相続によ り 地位を 承継し た場合は、 被相続人を 含む戸籍謄本、 届出者が承継人で

ある こ と を 証する 書類及び相続適格者全員の合意を 証する 書類 

( 2)  合併によ り 承継し た場合は、 合併後の法人の登記簿謄本 

( 3)  その他市長が必要と 認める 書類 
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（開発許可に基づく地位の承継承認申請書） 

第２ ０ 条 法第４ ５ 条の規定によ り 、 市長の承認を 受けよ う と する 者は、 開発行為承継承

認申請書（ 様式第２ ０ ） に、 次に掲げる 書類を 添えて市長に申請し なければなら ない。  

( 1)  開発許可を 受けた者から 当該開発区域内の土地の所有権その他当該開発行為に関

する 工事を 施行する権原を 取得し たこ と を 証する 書類 

( 2)  第２ 条第２ 項及び第３ 条に規定する添付図書のう ち 市長が必要と 認める 図書 

( 3)  その他市長が必要と 認める 書類 

 

（開発登録簿の調書） 

第２ １ 条 省令第３ ６ 条第１ 項の開発登録簿の調書は、 開発登録簿調書（ 様式第２ １ ） に

よ る 。  

 

（証明書の交付申請書） 

第２ ２ 条 省令第６ ０ 条の規定によ り 開発行為又は建築に関する証明書の交付を 求めよ う

と する 者は、 開発行為又は建築に関する 証明書交付申請書（ 様式第２ ２ ） に、 市長が必

要と 認める図書を 添えて市長に提出し なければなら ない。  

 

（申請書等の提出部数） 

第２ ３ 条 法、 令、 省令及びこ の規則によ り 市長に提出する 書類の部数は、 正本１ 部及び

副本１ 部と する 。  

   付 則 

１  こ の規則は、 平成８ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

２  こ の規則の施行の際都市計画法に基づく 開発行為等の規制に関する 規則( 昭和４ ６ 年

鹿児島県規則第９ 号) の規定により 作成さ れた書類及び図面で現に使用し ている も の

は、 なお当分の間、 所要の調整を し て使用する こ と ができ る 。  

   付 則( 平成８ 年８ 月１ ３ 日規則第９ ９ 号)  

こ の規則は、 公布の日から 施行する 。  

   付 則( 平成１ ３ 年５ 月１ ８ 日規則第７ ０ 号)  

こ の規則は、 公布の日から 施行する 。  

   付 則( 平成１ ５ 年３ 月１ １ 日規則第４ 号)  

こ の規則は、 平成１ ５ 年４ 月１ 日から 施行する ｡ 

   付 則( 平成１ ９ 年９ 月２ ６ 日規則第１ ５ ３ 号)  

 （ 施行期日）  

１  こ の規則は、 平成１ ９ 年１ ０ 月１ 日から 施行する 。  

（ 経過措置）  

２  こ の規則の施行の日前に改正前の都市計画法に基づく 開発行為等の規制に関する 規則

に規定する様式によ り 作成さ れた書類は、 改正後の都市計画法に基づく 開発行為等の規

制に関する規則に規定する 様式により 作成さ れた書類と みなす。  

３  こ の規則の施行の日前に既に工事に着手し た者に係る 開発許可標識の掲示について

は、 なお従前の例によ る。  

   付 則( 平成１ ９ 年１ ０ 月２ ９ 日規則第１ ６ ０ 号)  
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こ の規則は、 平成１ ９ 年１ １ 月３ ０ 日から 施行する ｡ 

付 則( 令和３ 年３ 月３ １ 日規則第４ ５ 号)  

( 施行期日)  

１  こ の規則は、 令和３ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

( 経過措置)  

２  こ の規則の施行前にこ の規則によ る改正前のそれぞれの規則に規定する 様式によ り 作

成さ れた書類は、 こ の規則によ る 改正後のそれぞれの規則に規定する 様式によ り 作成さ

れた書類と みなす。  

付 則( 令和４ 年３ 月１ ０ 日規則第１ ７ 号)  

( 施行期日)  

１  こ の規則は、 令和４ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

( 経過措置)  

２  こ の規則の施行前に改正前の都市計画法に基づく 開発行為等の規制に関する規則に規

定する 様式によ り 作成さ れた書類は、 改正後の都市計画法に基づく 開発行為等の規制に

関する 規則に規定する 様式によ り 作成さ れた書類と みなす。  
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１－２ 鹿児島市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則                 

 

○鹿児島市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則 

平成８ 年３ 月２ ９ 日 

規 則 第 ６ １  号 

（趣旨） 

第１ 条 こ の規則は、 宅地造成及び特定盛土等規制法（ 昭和３ ６ 年法律第１ ９ １ 号。 以下

「 法」 と いう 。） の施行に関し 、 法、 宅地造成及び特定盛土等規制法施行令（ 昭和３ ７

年政令第１ ６ 号。 以下「 令」 と いう 。）、 宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則（ 昭和

３ ７ 年建設省令第３ 号。 以下「 省令」 と いう 。） 及び鹿児島市手数料条例（ 平成１ ２ 年

条例第５ １ 号。 以下「 手数料条例」 と いう 。） に定める も ののほか、 必要な事項を 定め

る も のと する 。  

 

（試掘等の許可） 

第２ 条 法第６ 条第１ 項の規定によ り 試掘等の許可を 受けよ う と する者は、 試掘等許可申

請書（ 様式第１ ） を 市長に提出し なければなら ない。  

２  市長は、 法第６ 条第１ 項の規定により 試掘等を 許可し たと き は、 障害物の伐除及び土

地の試掘等の許可証（ 様式第２ ） を 申請人に交付する も のと する 。  

 

（身分証明書） 

第３ 条 法第７ 条第１ 項（ 法第２ ４ 条第２ 項又は法第４ ３ 条第２ 項において準用する 場合

を 含む。） に規定する 証明書の様式は、 様式第３ によ る 。  

 

（許可申請書の添付図書） 

第４ 条 省令第７ 条第１ 項１ ２ 号及び第６ ３ 条第１ 項第２ 号の規則で定める 書類は、 次に

掲げる も のと する 。  

( 1)  宅地造成等に関する工事を 施行する 土地（ 以下「 土地」 と いう 。） の登記簿謄本 

( 2)  土地に係る 不動産登記法（ 平成１ ６ 年法律第１ ２ ３ 号） 第１ ４ 条の地図の写し  

( 3)  土地又は土地にある建築物等について工事の施行の妨げと なる 権利を 有する者の同

意書 

( 4)  土地の求積図 

( 5)  排水の流量計算書 

( 6)  防災計画平面図 

( 7)  排水施設構造図 

( 8)  工事主に当該工事を 行う ために必要な資力及び信用がある こ と を 証する 書類と し て

市長が別に定める も の。  

( 9)  工事施行者に当該工事を 行う ために必要な能力がある こ と を 証する 書類と し て市長

が別に定める も の。  

( 10)  その他市長が必要と 認める 図書 
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２  省令第７ 条第２ 項第１ ０ 号及び省令第６ ３ 条第２ 項第２ 号の規則で定める 書類は、 前

項第１ 号から 第４ 号まで及び第６ 号から 第１ ０ 号に掲げる 書類と する 。  

 

（協議の申出書） 

第５ 条 法第１ ５ 条第 1 項又は法第３ ４ 条第 1 項の規定によ る 協議を し よ う と する 国、 都

道府県又は中核市は、 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の協議申出書（ 様式第４ ）

又は土石の堆積に関する工事の協議申出書（ 様式第５ ） に、 省令第７ 条第１ 項又は省令

第 7 条第２ 項の表に掲げる 図面及び前条各号に掲げる 図書を 添えて市長に提出し なけれ

ばなら ない。  

 

（工事着手の届出） 

第６ 条 工事主は、 法第１ ２ 条第１ 項又は法第３ ０ 条第１ 項の規定によ る 許可に係る 工事

（ 法第１ ５ 条第 1 項又は法第３ ４ 条第 1 項の協議が成立し た工事を 含む。 以下「 許可工

事」 と いう 。） に着手し よう と する と き は、 速やかに、 宅地造成等工事着手届（ 様式第

６ ） に、 工程計画表を 添えて市長に届け出なければなら ない。  

 

（工事の廃止届） 

第７ 条 工事主は、 許可工事を 廃止し たと き は、 直ち に宅地造成等工事廃止届（ 様式第

７ ） を 市長に提出し なければなら ない。  

 

（工事の一部完了検査） 

第８ 条 市長は、 許可工事の一部が完了し た場合において、 当該土地が独立し て使用に供

し う る も のであり 、 かつ、 土地の分割が災害の防止上支障がないと 認めら れる と き は、

工事主の申出によ り 、 当該工事について一部完了の検査を 行う こ と ができ る 。  

２  工事主は、 前項の規定による 一部完了の検査の申出を 行おう と する と き は、 宅地造成

等工事一部完了検査申請書（ 様式第８ ） に、 完了部分を 明示し た図面及び第１ ０ 条各号

に掲げる 図書を 添えて市長に提出し なければなら ない。  

３  市長は、 前項の宅地造成等工事一部完了検査申請書を 受理し 、 検査の結果、 法第１ ３

条第１ 項又は法第３ １ 条第１ 項の規定に適合し ている と 認める と き は、 宅地造成等工事

一部完了検査済証（ 様式第９ ） を 工事主に交付する も のと する 。  

 

（届出工事の変更） 

第９ 条 法第２ １ 条第１ 項又は第４ ０ 条第１ 項の規定によ る届出を し た者はその届出に係

る 事項を 変更し たと き は直ち に、 法第２ １ 条第３ 項又は法第４ ０ 条第３ 項の規定による

届出を し た者はその届出に係る 事項を 変更し よ う と する と き はあら かじ め、 届出工事変

更届書（ 様式第１ ０ ） を 市長に提出し なければなら ない。  

 

（完了検査申請書の添付図書） 

第１ ０ 条 法第１ ７ 条第１ 項又は法第３ ６ 条第１ 項の規定によ る 工事完了の検査の申請

は、 省令第４ ０ 条又は省令第７ ０ 条に規定する 工事完了検査申請書に、 次に掲げる 図書

を 添付し て行わなければなら ない。  
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( 1)  土地利用計画図（ 縮尺５ ０ ０ 分の１ 以上のも の）  

( 2)  工事の施工状況を 確認する こ と ができ る 写真 

( 3)  その他市長が必要と 認める 図書 

２  法第１ ７ 条第４ 項又は法第３ ６ 条第４ 項の規定によ る 工事完了の確認の申請は、 省令

第４ ３ 条又は省令第７ ３ 条に規定する 確認申請書に、 前項第２ 号及び第３ 号に掲げる図

書を 添付し て行わなければなら ない。  

 

（定期の報告） 

第１ １ 条 法第１ ９ 条第１ 項又は第３ ８ 条第１ 項の規定による 報告は、 定期報告書（ 様式

第１ １ ） によ り 行う も のと する 。  

 

（技術的基準） 

第１ ２ 条 令第２ ０ 条第１ 項に規定する 擁壁の設置に代わる措置は、 次に掲げる工法と す

る 。  

( 1)  間知石から 積み工その他のから 積み工 

( 2)  積み苗工 

( 3)  その他市長が認める 工法 

 

第１３条 令第２０条第２項に規定する技術的基準の強化又は附加は、次のとおりとする。 

( 1)  擁壁背面には、 全面に別表に定める 数値以上の厚さ の透水層を 設置する こ と 。 ただ

し 、 擁壁背面に接続する 地盤が切土で軟岩以上の硬度を 有する 場合又は市長が擁壁に破

損等の悪影響を 与えないと 認めた場合は、 こ の限り でない。  

( 2)  谷筋又は凹部を 有する 傾斜地において、 著し い災害の発生を も たら すよ う な盛土を

行う 場合は、 盛土の適当な箇所にその高さ の５ 分の１ 以上の高さ 蛇籠堰かごえん堤、 コ

ン ク リ ート 堰えん堤、 枠等を 地下排水溝と と も に埋設し 、 盛土下端部分にすべり 止め擁

壁を 設置する こ と 。  

( 3)  計画流出量を 算定する 場合は、 次に掲げる 数値を 用いるこ と 。  

ア 降雨量 １ ０ 分間当たり ２ ２ ミ リ メ ート ル 

イ  流出係数 １ ． ０ 。 ただし 、 地形、 規模等によ り 支障がないと 認めら れる 場合は、

０ ． ７ まで減ら すこ と ができ る 。  

 

（災害発生のおそれがないと認められる工事） 

第１ ４ 条 省令第８ 条第１ 項第９ 号及び同項第１ ０ 号ロ の規定によ り 規則で定める 値は、

５ ０ セン チメ ート ルと する 。  

 

（擁壁等の工程検査） 

第１ ５ 条 許可工事を 行う 工事施行者は、 次の各号のいずれかに該当すると き は、 その旨

を 速やかに市長に報告し 、 その検査を 受けなければなら ない。  

( 1)  鉄筋コ ン ク リ ート 造擁壁については、 基礎配筋工事及び壁体配筋工事がそれぞれ完

了し たと き 。  

( 2)  その他市長が必要と 認める と き 。  
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（許可申請手数料の減免） 

第１ ６ 条 市長は、 手数料条例第 6 条の規定により 、 公益上必要がある と 認める場合又は

災害その他特別の理由がある と 認める 場合においては、 許可申請手数料を 減額し 、 又は

免除する こ と ができ る 。  

２  前項の規定によ り 、 許可申請手数料の減免を 受けよ う と する 者は、 許可申請手数料減

免申請書（ 様式第１ ２ ） を 法第１ ２ 条第１ 項又は法第３ ０ 条第１ 項の規定によ る 許可の

申請の際にあわせて提出し なければなら ない。  

 

   付 則 
１ この規則は、平成８年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際鹿児島県宅地造成等規制法施行細則（昭和３７年鹿児島県規則第６４

号）の規定により作成された書類及び図面で現に使用しているものは、なお当分の間、所要の

調整をして使用することができる。 

   付 則（平成１１年３月１７日規則第８号） 

 この規則は、平成１１年４月１日から施行する。 

   付 則（平成１２年３月３０日規則第７６号） 
 この規則は、平成１２年４月１日から施行する。 

   付 則（平成１８年９月２９日規則第１０５号） 
 この規則は、平成１８年９月３０日から施行する。 

付 則（平成１９年９月２６日規則第１５４号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１９年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の日前に改正前の鹿児島市宅地造成等規制法施行細則に規定する様式に

より作成された書類は、改正後の鹿児島市宅地造成等規制法施行細則に規定する様式により

作成された書類とみなす。 

３ この規則の施行の日前に既に工事に着手した者に係る宅地造成工事許可標識の設置につい

ては、なお従前の例による。 

付 則（令和３年３月３１日規則第４５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

  ( 施行期日)  

1 この規則は、令和７年 4 月 1 日から施行する。 

( 経過措置)  

2  この規則の施行前にこの規則による改正前のそれぞれの規則に規定する様式により作成され

た書類は、この規則による改正後のそれぞれの規則に規定する様式により作成された書類と

みなす。 

別表（第１２条関係） 

擁壁の高さ 透水層の厚さ 摘要 

上端 下端 
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３メートル以下 ３０センチメートル ４０センチメートル 透水層の上端とは、 

擁壁上端から擁壁 

高（根入れを含ま 

ない。）の５分の１ 

下方とする。 

３メートルを超え 

４メートル以下 

３０センチメートル ５０センチメートル 

４メートルを超え 

５メートル以下 

３０センチメートル ６０センチメートル 
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２－１ 鹿児島市宅地開発等に関する条例及び施行規則                   

 
○鹿児島市宅地開発等に関する条例 

平成１ ９ 年３ 月２ ７ 日  

条 例 第 ２ ３  号  

目次 

第１ 章 総則（ 第１ 条・ 第２ 条）  

第２ 章 事前手続等（ 第３ 条－第９ 条）  

第３ 章 宅地開発等許可後の手続等（ 第１ ０ 条－第１ ４ 条）  

第４ 章 公共施設等の基準（ 第１ ５ 条－第１ ７ 条）  

第５ 章 雑則（ 第１ ８ 条－第２ ０ 条）  

付則 

   第１ 章 総則 

（目的） 

第１ 条 こ の条例は、 都市計画法( 昭和 43 年法律第 100 号) の規定に基づく 開発行為の規

制に関する事項、 宅地開発等に係る事前説明等の手続に関する 事項その他宅地開発等に

関し 必要な事項を 定める こ と によ り 、 許可事務の透明性の向上及び適正化を 図る と と も

に、 良質な宅地開発等を 誘導し 、 も っ て良好な都市環境の形成に寄与する こ と を 目的と

する 。  

 

（定義） 

第２ 条 こ の条例における 用語の意義は、 都市計画法、 宅地造成及び特定盛土等規制法

( 昭和 36 年法律第 191 号) 及びこ れら の法律に基づく 命令の例によ る ほか、 次の各号に

定める と こ ろ によ る。  

( 1)  宅地開発等 都市計画法第 29 条に規定する許可又は同法第 35 条の 2 に規定する 変

更許可を 要する開発行為及び宅地造成及び特定盛土等規制法第 12 条又は第 30 条に規定

する 許可又は同法第 16 条又は第 35 条に規定する 変更許可を 要する 宅地造成等を いう 。  

( 2)  宅地開発等区域 宅地開発等を する 土地の区域を いう 。  

( 3)  隣接住民 宅地開発等区域に接する土地の所有者並びに当該土地に存する 建築物の

所有者、 管理者及び居住者を いう 。  

( 4)  近隣住民 宅地開発等区域の境界線から 水平距離がおおむね 50 メ ート ルの範囲内の

土地の所有者、 宅地開発等に伴う 土砂等の搬出入に係る 規則で定める道路に接する 土地

の所有者、 こ れら の土地に存する 建築物の所有者、 管理者及び居住者並びに市長が当該

宅地開発等の工事等によ り 影響がある と 認める 者を いう 。  

 

   第２ 章 事前手続等 

（計画上の配慮事項） 

第２節 市で定めた条例及びその規則  
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第３ 条 前条第 1 号に規定する 許可又は変更許可( 以下「 宅地開発等許可」 と いう 。 ) を 受

けよ う と する 者( 以下「 開発予定者」 と いう 。 ) は、 宅地開発等を 計画する に当たり 、 自

然環境の保全及び周辺の生活環境への配慮を 行う よ う 努めなければなら ない。  

２  開発予定者は、 宅地開発等を 計画する に当たり 、 宅地開発等区域の周辺における井戸

の枯渇、 水位の低下等の地下水への障害が生じ ないよ う 努めなければなら ない。  

 

（事前協議） 

第４ 条 開発予定者は、 宅地開発等を 行おう と する 場合は、 円滑かつ確実な宅地開発等を

進める ため、 あら かじ め必要な事項について関係者と の調整を 行う と と も に、 公共施設

等の用に供する土地等の配置、 整備、 管理等について市長と 協議し なければなら ない。  

 

（地区計画等に関する協議） 

第５ 条 開発予定者は、 規則で定める 基準に該当する 宅地開発等を 行おう と する場合は、

都市計画法第 12 条の 4 第 1 項に規定する 地区計画等について、 あら かじ め市長と 協議

し なければなら ない。  

 

（宅地開発等予定標識の設置） 

第６ 条 開発予定者は、 都市計画法第 32 条の規定に基づく 協議又は宅地造成及び特定盛

土等規制法第 12 条又は第 30 条の規定に基づく 宅地造成等に関する 工事の許可の申請

( 以下「 宅造許可申請」 と いう 。 ) を 行う 日の 14 日前までに、 規則で定める と こ ろ によ

り 、 当該宅地開発等の計画を 記載し た宅地開発等予定標識を 、 当該宅地開発等区域内の

公衆の見やすい場所に設置し なければなら ない。  

２  前項の宅地開発等予定標識の設置期間は、 設置し た日から 当該宅地開発等の工事に着

手する 日までと する。  

 

（宅地開発等の計画の周知） 

第７ 条 開発予定者は、 宅地開発等予定標識を 設置し た日から 都市計画法第 32 条の規定

に基づく 協議又は宅造許可申請の日までの間に、 説明会その他の方法( 以下「 説明会

等」 と いう 。 ) によ り 、 当該宅地開発等の計画の内容について、 規則で定める 事項を 隣

接住民に周知さ せなければなら ない。  

２  開発予定者又は宅地開発等許可を 受けた者( 都市計画法第 44 条又は第 45 条の規定に

よ り 開発許可に基づく 地位を 承継し た者を 含む。 以下「 開発者」 と いう 。 ) は、 宅地開

発等予定標識設置後、 近隣住民から 申出があっ たと き は、 説明会等によ り 、 当該宅地開

発等の計画の内容について、 当該申出を し た近隣住民に説明し なければなら ない。  

 

（説明会等の報告） 

第８ 条 開発予定者は、 前条第 1 項の規定によ り 行っ た説明会等の内容について、 規則で

定める 事項を 記載し た報告書を 都市計画法第 32 条の規定に基づく 協議又は宅造許可申

請と 同時に市長に提出し なければなら ない。  
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２  市長は、 必要があると 認める と き は、 開発予定者又は開発者に対し 、 前条第 2 項の規

定によ り 行っ た説明会等の内容及び当該申出への対応について、 報告を 求める こ と がで

き る 。  

 

（宅地開発等に係る紛争解決の努力） 

第９ 条 開発予定者又は開発者と 住民と は、 宅地開発等に係る 紛争が生じ たと き は、 相互

の立場を 尊重し 、 互譲の精神を も っ て自主的に解決する よ う 努めなければなら ない。  

 

   第３ 章 宅地開発等許可後の手続等 

（宅地開発許可標識の設置） 

第１ ０ 条  開発者は、 宅地開発等の工事に着手し た日から 完了する 日までの間、 規則で

定める と こ ろ によ り 、 当該宅地開発等区域内の公衆の見やすい場所に当該宅地開発等許

可の概要を 記載し た宅地開発等許可標識を 設置し なければなら ない。  

 

（緊急時の対応） 

第１ １ 条 開発者は、 宅地開発等の工事の施工に伴い、 災害が発生し 、 又は他に危険を 及

ぼすおそれが生じ たと き は、 直ち に必要な応急処置を 講じ なければなら ない。  

２  開発者は、 前項の規定により 応急処置を 講じ たと き は、 規則で定めると こ ろ により 、

直ち にその災害の状況及び当該応急処置の内容を 市長に報告し なければなら ない。  

 

（工事施工時の配慮事項） 

第１ ２ 条 開発者は、 宅地開発等の工事の施工に伴う 宅地開発等区域から の排水、 騒音、

振動、 粉じ ん等により 、 周囲に悪影響を 及ぼすこ と のないよう 努めなければなら ない。  

 

（防災措置の実施） 

第１ ３ 条 開発者は、 宅地開発等を 廃止し 、 又は休止し よ う と する と き は、 既に施工さ れ

た宅地開発等の工事によ っ て災害が発生し 、 宅地開発等区域及びその周辺の住民に対

し 、 被害を 及ぼすこ と のないよ う 、 必要な防災措置を 講じ なければなら ない。  

２  開発者は、 前項の規定により 防災措置を 講じ たと き は、 規則で定めると こ ろ により 、

速やかに当該防災措置の内容を 市長に報告し なければなら ない。  

 

（進行管理） 

第１ ４ 条 市長は、 宅地開発等の工事の完了の予定期日が経過し ても なお工事が完了し て

いない宅地開発等については、 必要がある と 認める と き は、 当該宅地開発等に係る 開発

者、 設計者、 工事施行者その他の関係者から 、 当該宅地開発等の工事の進捗状況及び続

行の意思の有無その他必要な事項の報告を 求める こ と ができ る 。  

２  市長は、 宅地開発等許可を 受けた日から １ ０ 年を 経過し ても なお工事が完了し ていな

い宅地開発等であっ て、 開発者に当該宅地開発等の工事を 完了さ せる意思又は能力がな

いと 認めら れるも のについては、 当該宅地開発等許可を 取り 消すこ と ができ る 。  

 

   第４ 章 公共施設等の基準 
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（道路に関する技術的細目） 

第１ ５ 条 都市計画法第３ ３ 条第１ 項第２ 号の基準に係る 技術的細目において、 道路に関

し て定めら れた制限のう ち 、 小区間で通行上支障がない場合における予定建築物等の敷

地に接するよ う に配置すべき 道路の幅員の最低限度は、 同条第３ 項の規定によ り 、 ５ メ

ート ル以上と する 。  

２  都市計画法第３ ３ 条第１ 項第２ 号の基準に係る 技術的細目において、 道路に関し て定

めら れた制限のう ち、 開発区域内の道路の構造は、 同条第３ 項の規定によ り 、 アスフ ァ

ルト ・ コ ンク リ ート 舗装と する 。 ただし 、 安全かつ円滑な交通に支障がないと 市長が認

める 場合は、 こ の限り でない。  

 

（公園等に関する技術的細目） 

第１ ６ 条 都市計画法第３ ３ 条第１ 項第２ 号の基準に係る 技術的細目において、 公園、 緑

地又は広場（ 以下「 公園等」 と いう 。） に関し て定めら れた制限のう ち 、 開発区域の面積

が０ ． ３ ヘク タ ール以上５ ヘク タ ール未満の開発行為であっ て、 主と し て住宅の建築の

用に供する目的で行う も のについては、 同条第３ 項の規定によ り 、 施設の種類は公園と

する 。 ただし 、 開発区域周辺の公園の整備状況等によ り 、 その必要がないと 市長が認め

る 場合は、 こ の限り でない。  

２  都市計画法第３ ３ 条第１ 項第２ 号の基準に係る 技術的細目において、 公園等に関し て

定めら れた制限のう ち 、 市街化調整区域内での開発行為であっ て、 開発区域の面積が

０ ． ３ ヘク タ ール以上５ ヘク タ ール未満の主と し て住宅の建築の用に供する 目的で行う

も のにおいて設置すべき 公園等の面積は、 同条第３ 項の規定によ り 、 当該開発区域の面

積の６ パーセン ト 以上と する 。  

 

（排水施設の設置） 

第１ ７ 条 開発者は、 市街化調整区域内において、 ０ ． ３ ヘク タ ール以上の宅地開発等を

行う 場合は、 防災調整池を 設置するも のを 除き 、 雨水流出抑制施設（ 宅地開発等に伴い

増加する 雨水の流出量を 抑制し 、 下流の河川等の負担の軽減を 目的と し て設置する 施設

を いう 。） を 設置し なければなら ない。 ただし 、 宅地開発等区域及びその周辺の土地の地

形又は地質の状況によ り 、 その必要がないと 市長が認める 場合は、 こ の限り でない。  

 

第５ 章 雑則 

（指導、助言及び勧告） 

第１ ８ 条 市長は、 開発予定者又は開発者が第２ 章、 第３ 章及び前条の規定に違反し た場

合は、 当該開発予定者又は開発者に対し 、 必要な措置を 講じ る よ う 指導、 助言又は勧告

を 行う こ と ができ る 。  

 

（勧告に従わない者の公表） 

第１ ９ 条 市長は、 前条の規定によ る 勧告を 受けた者が正当な理由なく こ れに従わないと

き は、 当該勧告を 受けた者の住所（ 法人にあっ ては、 主たる 事務所の所在地）、 氏名（ 法

人にあっ ては、 名称及び代表者の氏名） 及びその内容を 公表する こ と ができ る 。  
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２  市長は、 前項の規定によ る公表を 行おう と する と き は、 当該勧告を 受けた者に対し 、

あら かじ め、 その旨を 通知し 、 意見の聴取を 行う も のと する 。  

３  市長は、 第１ 項の規定による 公表の対象と なる 勧告を 受けた者の所在が判明し ない場

合においては、 前項の規定によ る 通知を 、 当該勧告を 受けた者の氏名（ 法人にあっ て

は、 名称及び代表者の氏名）、 意見の聴取を 行う 期日及び場所並びに同項の規定によ る 通

知の内容を 記載し た書面を いつでも 当該勧告を 受けた者に交付する 旨を 市役所の掲示場

に掲示するこ と によ っ て行う こ と ができ る 。 こ の場合においては、 掲示を 始めた日から

１ ４ 日間を 経過し たと き に、 当該通知が当該勧告を 受けた者に到達し たも のと みなす。  

 

（委任） 

第２ ０ 条 こ の条例の施行に関し 必要な事項は、 規則で定める 。  

    付 則 

 （ 施行期日）  

１  こ の条例は、 平成１ ９ 年１ ０ 月１ 日から 施行する 。  

 （ 経過措置）  

２  こ の条例の施行の日前に既に都市計画法第３ ２ 条の規定に基づく 協議又は宅造許可申

請を 行っ た者については、 第２ 章及び第４ 章の規定は、 適用し ない。  

３  こ の条例の施行の日前に既に工事に着手し た場合の宅地開発等許可標識の設置につい

ては、 第１ ０ 条の規定にかかわら ず、 なお従前の例による 。  

４  こ の条例の施行の日前に既に宅地開発許可を 受けた場合の第１ ４ 条第２ 項の規定の適

用については、 同項中「 宅地開発等許可を 受けた日」 と ある のは、「 平成１ ９ 年１ ０ 月１

日」 と する。  

付 則( 令和 6 年 12 月 20 日条例第 63 号)  

こ の条例は、 令和 7 年 4 月 1 日から 施行する 。  
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○鹿児島市宅地開発等に関する条例施行規則 

                              平成１ ９ 年９ 月２ ６ 日 

規 則 第 １ ５ ２  号 

（趣旨） 

第１ 条 こ の規則は、 鹿児島市宅地開発等に関する 条例（ 平成１ ９ 年条例第２ ３ 号。 以下

「 条例」 と いう 。） の施行に関し 、 必要な事項を 定める も のと する。  

 
 （宅地開発等に伴う土砂等の搬出入に係る道路） 

第２ 条 条例第２ 条第４ 号の規則で定める 道路は、 国道、 県道及び幅員８ メ ート ル以上の

市道を 除いた道路と する。  

 
 （地区計画等に関する協議を要する基準） 

第３ 条 条例第５ 条の規則で定める 基準は、 建築物の建築を 目的と する 宅地開発等で、 宅

地開発区域の面積が１ ヘク タ ール（ 風致地区内においては、 ０ ． ３ ヘク タ ール） 以上で

ある も のと する 。  

 

 （宅地開発等予定標識） 

第４ 条 条例第６ 条第１ 項に規定する 宅地開発等予定標識の設置については、 次に定める

と こ ろ による 。  

 ( 1)  宅地開発等予定標識の様式は、 様式第１ によ る こ と 。  

 ( 2)  宅地開発等予定標識が風雨等のため容易に破損し 、 又は倒れない方法で設置する と

と も に、 記載事項が不鮮明になら ないよ う に維持管理する こ と 。  

 ( 3)  設置し た宅地開発等予定標識の記載事項に変更が生じ たと き は、 速やかに当該宅地

開発等予定標識を 修正する こ と 。  

 
 （宅地開発等の計画の周知事項） 

第５ 条 条例第７ 条第１ 項の規則で定める 事項は、 次に掲げる 事項と する 。  

 ( 1)  宅地開発等区域の位置及び面積並びに予定工期 

 ( 2)  土地利用計画（ 予定建築物の用途を 含む。） 並びに公共施設の位置及び形態 

 ( 3)  切土又は盛土を する 土地の部分並びに崖又は擁壁の位置及び構造その他の造成計画

の内容 

 ( 4)  工事の施行方法、 安全対策その他必要な事項 

 
 （説明会等の報告） 

第６ 条 条例第８ 条第１ 項に規定する 報告書の提出は、 宅地開発等計画内容周知実施報告

書（ 様式第２ ） によ る も のと し 、 宅地開発等予定標識の設置状況を 確認でき る 写真及び

説明会等で使用し た資料を 添付するも のと する 。  

２  開発予定者は、 宅地開発等の計画の内容に変更（ 軽微な変更を 除く 。） が生じ た場合

は、 説明会等によ り 、 当該変更の内容について、 隣接住民に周知さ せなければなら な

い。  
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３  開発予定者は、 前項の規定によ り 再度説明会等を 行っ たと き は、 変更後の宅地開発等

予定標識の設置状況を 確認でき る 写真及び当該説明会等で使用し た資料を 添えて、 宅地

開発等計画内容周知実施報告書を 市長に提出し なければなら ない。  

 
 （宅地開発等許可標識） 

第７ 条 条例第１ ０ 条に規定する 宅地開発等許可標識の設置については、 次に定める と こ

ろ によ る 。  

( 1)  宅地開発等許可標識の様式は、 様式第３ による こ と 。 ただし 、 宅地造成及び特定盛土

等規制法（ 昭和３ ６ 年法律第１ ９ １ 号） に基づく 許可によ る も のは同法に規定する 様式

によ る こ と 。  

( 2)  宅地開発等許可標識が風雨等のため容易に破損し 、 又は倒れない方法で設置すると と

も に、 記載事項が不鮮明になら ないよ う に維持管理するこ と 。  

( 3)  設置し た宅地開発等許可標識の記載事項に変更が生じ たと き は、 速やかに当該宅地開

発等許可標識を 修正するこ と 。  

 
 （応急処置の報告） 

第８ 条 条例第１ １ 条第２ 項に規定する報告は、 応急処置報告書（ 様式第４ ） によ り 行わ

なければなら ない。  

 
 （防災措置の報告） 

第９ 条 条例第１ ３ 条第２ 項に規定する報告は、 防災措置報告書（ 様式第５ ） によ り 行わ

なければなら ない。  

 
付 則 

こ の規則は、 平成１ ９ 年１ ０ 月１ 日から 施行する 。  

付 則（ 令和３ 年３ 月３ １ 日規則第４ ５ 号）  

（ 施行期日）  

１  こ の規則は、 令和３ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

( 施行期日)  

１  こ の規則は、 令和７ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

( 経過措置)  

２  こ の規則の施行前にこ の規則によ る改正前のそれぞれの規則に規定する 様式によ り 作

成さ れた書類は、 こ の規則によ る 改正後のそれぞれの規則に規定する 様式によ り 作成さ

れた書類と みなす。
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２－２ 鹿児島市市街化調整区域における住宅建築等に関する条例及び施行規則  

 

○鹿児島市市街化調整区域における住宅建築等に関する条例 

平成１ ６ 年１ ０ 月１ ８ 日 

条 例 第 １ ０ ３ 号 

（趣旨） 

第１ 条 こ の条例は、 都市計画法（ 昭和４ ３ 年法律第１ ０ ０ 号。 以下「 法」 と いう 。） 第３

３ 条第４ 項及び第３ ４ 条第１ ２ 号並びに都市計画法施行令（ 昭和４ ４ 年政令第１ ５ ８

号。 以下「 政令」 と いう 。） 第３ ６ 条第１ 項第３ 号ハの規定に基づき 、 市街化調整区域に

おける 開発行為及び開発許可を 受けた土地以外の土地における 建築等の許可の基準につ

いて必要な事項を 定めるも のと する。  

 

（法第３４条第１２号の条例で定める開発行為） 

第２ 条 法第３ ４ 条第１ ２ 号の条例で定める開発行為は、 市街化調整区域で行う 開発行為

であっ て、 次の各号のいずれかに掲げる も のと する 。  

( 1)  自己の居住の用に供する 住宅を 建築する目的で行う 開発行為で、 市街化区域と 市街化

調整区域と の区分に関する 都市計画の決定によ り 市街化調整区域と し て区分さ れ、 又は

当該都市計画を 変更し て市街化調整区域が拡張さ れた日（ 以下「 区域区分日」 と いう 。）

前から 自己が所有し ている 土地（ 区域区分日前から 自己と 同一の世帯の構成員が所有し

ていた土地で、 区域区分日以後に相続さ れ又は贈与さ れた土地及び相続さ れ又は贈与さ

れる 見込みのある 土地を 含む。 以下「 区域区分日前所有地」 と いう 。）、 区域区分日以

後、 農業振興地域の整備に関する 法律（ 昭和４ ４ 年法律第５ ８ 号） 第６ 条第１ 項に規定

する 農業振興地域内にある 区域区分日前所有地の交換分合によ り 自己若し く は自己と 同

一の世帯の構成員が取得し た土地（ 土地の交換分合後に相続さ れ又は贈与さ れた土地及

び相続さ れ又は贈与さ れる 見込みのある 土地を 含む。） 又はこ れら の土地が土地収用法

（ 昭和２ ６ 年法律第２ １ ９ 号） 第３ 条各号に基づく 事業の施行によ り 収用さ れた場合に

おける 代替地において行われる も のであっ て、 規則に定める 基準に適合する も の 

( 2)  土地収用法第３ 条各号に規定する 事業の施行によ り 移転さ れ又は除却さ れる建築物又

は第一種特定工作物に代わる 建築物又は第一種特定工作物の建築又は建設の用に供する

目的で行う 開発行為で、 規則に定める 基準に適合する も の 

( 3)  がけ地近接等危険住宅移転事業等によ り 移転する 建築物又は第一種特定工作物に代わ

る 建築物又は第一種特定工作物の建築又は建設の用に供する 目的で行う 開発行為で、 規

則に定める基準に適合する も の 

( 4)  公民館又は地区集会所等を 建築する 目的で行う 開発行為で、 規則に定める 基準に適合

する も の 

( 5)  自己の居住の用に供する 住宅を 建築する目的で行う 開発行為で、 独立し て一体的な日

常生活圏を 構成し ていると 認めら れる 大規模な集落のう ち 、 市街化区域における建築物

の連たんの状況と ほぼ同程度にある集落において建築する こ と が市街化を 促進する おそ

れがないと 認めてあら かじ め鹿児島県知事が指定し た集落（ 以下「 指定既存集落」 と い

う 。） 内又はその周辺（ 当該指定既存集落と 自然的条件及び社会的条件から みて一体性の
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ある 区域を いう 。） に１ ０ 年以上居住し た者又はその者と 同一世帯の構成員若し く は構成

員であっ た者が、 当該指定既存集落内又は当該指定既存集落から １ ０ ０ メ ート ル以内の

区域で行う も ので、 規則に定める 基準に適合するも の 

( 6)  建築基準法（ 昭和２ ５ 年法律第２ ０ １ 号） 第５ １ 条に規定する 建築物のう ち、 都市計

画において、 その敷地の位置が決定し ている 建築物の建築若し く は第一種特定工作物の

建設又は特定行政庁が許可し た建築物の建築若し く は第一種特定工作物の建設の用に供

する 目的で行う 開発行為 

( 7)  建築基準法別表第２ （ い） 項第１ 号及び第２ 号に掲げる 建築物（ 高さ が１ ０ メ ート ル

を 超える も のを 除き 、 かつ、 ２ 戸以下に限る 。） を 建築する 目的で行う 開発行為で、 政令

第２ ９ 条の９ 各号に掲げる 区域を 除く 次のいずれかの区域で行う も の 

ア 指定既存集落内 

イ  敷地相互間の距離が１ ０ ０ メ ート ル以内に位置する建築物（ 市街化区域に存する も の

を 除く 。） が２ ０ 以上連たんし ている土地の区域及び当該土地の区域の境界線に接する 規

則で定める建築物の敷地から ５ ０ メ ート ル以内の土地の区域のう ち 、 国道、 県道又は幅

員６ メ ート ル以上の道路（ 建築基準法第４ ２ 条に規定する 道路又は農道その他こ れに類

する 公共の用に供する 道で規則に定める も のを いう 。 以下同じ 。） に接する土地の区域 

( 8)  国、 県又は市が行う 開発行為でその目的が公営住宅の建設その他市長が公益上必要と

認める も の 

 
（開発行為に係る土地等の要件） 

第３ 条 前条第７ 号の規定による 開発行為を 行う 土地は、 次の各号に掲げる 要件を 満たさ

なければなら ない。  

( 1)  当該土地から 規則で定める交差点までの区間の幅員が６ メ ート ル（ 開発行為が自己の

居住の用に供する こ と を 目的と する場合は、 ４ メ ート ル） 以上である 道路に接し ている

こ と 。  

( 2)  当該土地の面積が、 １ ， ０ ０ ０ 平方メ ート ル未満である こ と 。  

２  前項の土地における 予定建築物の敷地については、 次の各号に掲げる 要件を 満たさ な

ければなら ない。 ただし 、 地形、 地物等の状況によ り やむを 得ないと 市長が認める 場合

は、 こ の限り でない。  

( 1)  敷地面積が、 ２ ０ ０ 平方メ ート ル以上であるこ と 。  

( 2)  敷地が、 前項第１ 号の道路に４ メ ート ル以上接するこ と 。  

 

（政令第３６条第１項第３号ハの条例で定める建築物等） 

第４ 条 政令第３ ６ 条第１ 項第３ 号ハの条例で定める 建築物の新築、 改築若し く は用途の

変更（ 以下「 新築等」 と いう 。） 又は第一種特定工作物の新設は、 市街化調整区域で行う

建築物の新築等又は第一種特定工作物の新設であっ て、 次の各号のいずれかに掲げる も

のと する 。  

( 1)  第２ 条第１ 号から 第６ 号まで及び第８ 号に規定する建築物の新築等又は第一種特定工

作物の新設 

( 2)  第２ 条第７ 号に規定する 建築物の新築等で、 前条第２ 項第１ 号に定める 基準その他規

則に定める基準に適合する も の 
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( 3)  区域区分日前から 既に宅地造成工事に着手し ていた土地のう ち 、 造成が完成し た土地

における 建築物の新築等で、 規則に定める 基準に適合する も の 

( 4)  資材置場又は駐車場の敷地と し て利用を 適正に行う ため最低限必要な管理施設の設置

のう ち 、 周辺の土地利用に支障を 及ぼさ ないと 認めら れる 建築物の新築等で、 規則に定

める 基準に適合する も の 

 

（委任） 

第５ 条 こ の条例の施行に関し 必要な事項は、 規則で定める 。  

付 則 

（施行期日） 

１  こ の条例は、 平成１ ６ 年１ １ 月１ 日から 施行する 。  

 （鹿児島市市街化調整区域における開発行為に係る開発区域の面積の特例に関する条例

の廃止） 

２  鹿児島市市街化調整区域における 開発行為に係る 開発区域の面積の特例に関する 条例

（ 平成１ ５ 年条例第１ ７ 号） は、 廃止する 。  

付 則（ 平成１ ９ 年１ ０ 月１ 日条例第６ ４ 号）  

 こ の条例は、 平成１ ９ 年１ １ 月３ ０ 日から 施行する 。  

付 則（ 平成２ ２ 年３ 月２ ３ 日条例第１ ７ 号）  

 こ の条例は、 平成２ ２ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

付 則（ 平成２ ７ 年９ 月３ ０ 日条例第５ ２ 号）  

 （ 施行期日）  

１  こ の条例は、 平成２ ８ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

 （ 経過措置）  

２ 改正後の鹿児島市市街化調整区域における住宅建築等に関する条例（ 以下「 新条例」 と

いう 。） の規定は、 こ の条例の施行の日（ 以下「 施行日」 と いう 。） 以後に都市計画法

（ 昭和４ ３ 年法律第１ ０ ０ 号。 以下「 法」 と いう 。） 第３ ２ 条に基づく 事前協議を 行う 開

発行為について適用し 、 施行日前に同条に基づく 事前協議が開始さ れた開発行為につい

ては、 なお従前の例による 。  

３  新条例の規定は、 施行日以後になさ れる法第４ ２ 条第１ 項ただし 書及び法第４ ３ 条第

１ 項本文の規定によ る 許可に係る 申請（ 以下こ の項において「 申請」 と いう 。） について

適用し 、 施行日前になさ れた申請については、 なお従前の例によ る 。  

４  改正前の鹿児島市市街化調整区域における 住宅建築等に関する 条例（ 以下「 旧条例」

と いう 。） に定める 基準に適合し 、 法第２ ９ 条第１ 項の規定によ る許可を 受けた土地につ

いて、 施行日以後に建築基準法（ 昭和２ ５ 年法律第２ ０ １ 号） 別表第２ （ い） 項第１ 号

及び第２ 号に掲げる 建築物の新築若し く は改築又はこ れら の建築物への用途の変更（ 以

下「 新築等」 と いう 。） を する 場合に限っ ては、 法第４ ２ 条第１ 項ただし 書の規定によ る

許可を 行う こ と ができ るも のと する。 こ の場合における当該建築物の新築等の許可に係

る 基準については、 旧条例の例による 。  

５  旧条例に定める 基準に適合し 、 法第４ ３ 条第１ 項本文の規定による 許可を 受けた建築

物の敷地について、 施行日以後に建築基準法別表第２ （ い） 項第１ 号及び第２ 号に掲げ

る 建築物の新築等を する場合に限っ ては、 法第４ ３ 条第１ 項本文の許可を 行う こ と がで
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き る も のと する 。 こ の場合における当該建築物の新築等の許可に係る 基準については、

旧条例の例によ る 。  

付 則（平成２９年２月２２日条例第２号） 

こ の条例は、 平成２ ９ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

付 則（平成２９年１０月２日条例第３３号） 

こ の条例は、 公布の日から 施行する 。  

付 則（令和３年９月２７日条例第６７号） 

（施行期日） 

１  こ の条例は、 令和４ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

（経過措置） 

２  改正後の鹿児島市市街化調整区域における 住宅建築等に関する 条例の規定は、 こ の条

例の施行の日（ 以下「 施行日」 と いう 。） 以後になさ れる 都市計画法（ 昭和４ ３ 年法律第

１ ０ ０ 号。 以下「 法」 と いう 。） 第２ ９ 条第１ 項本文、 法第４ ２ 条第１ 項ただし 書及び法

第４ ３ 条第１ 項本文の規定によ る 許可に係る 申請（ 以下こ の項において「 申請」 と い

う 。） について適用し 、 施行日前になさ れた申請については、 なお従前の例によ る 。  

３  鹿児島市市街化調整区域における 住宅建築等に関する 条例の一部を 改正する条例（ 平

成２ ７ 年条例第５ ２ 号） によ る 改正前の鹿児島市市街化調整区域における住宅建築等に

関する 条例（ 以下「 旧条例」 と いう 。） に定める基準に適合し 、 法第２ ９ 条第１ 項本文の

規定によ る許可を 受けた土地について、 施行日以後に都市計画法施行令（ 昭和４ ４ 年政

令第１ ５ ８ 号。 以下「 政令」 と いう 。） 第２ ９ 条の９ 各号に掲げる区域を 除く 区域におい

て、 建築基準法（ 昭和２ ５ 年法律第２ ０ １ 号） 別表第２ （ い） 項第１ 号及び第２ 号に掲

げる 建築物の新築若し く は改築又はこ れら の建築物への用途の変更（ 以下「 新築等」 と

いう 。） を する 場合に限っ ては、 法第４ ２ 条第１ 項ただし 書の規定によ る 許可を 行う こ と

ができ る も のと する 。 こ の場合における 当該建築物の新築等の許可に係る 基準について

は、 旧条例の例によ る 。  

４  旧条例に定める 基準に適合し 、 法第４ ３ 条第１ 項本文の規定による 許可を 受けた建築

物の敷地について、 施行日以後に政令第２ ９ 条の９ 各号に掲げる 区域を 除く 区域におい

て、 建築基準法別表第２ （ い） 項第１ 号及び第２ 号に掲げる建築物の新築等を する 場合

に限っ ては、 法第４ ３ 条第１ 項本文の規定によ る許可を 行う こ と ができ るも のと する 。

こ の場合における 当該建築物の新築等の許可に係る 基準については、 旧条例の例によ る 
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○鹿児島市市街化調整区域における住宅建築等に関する条例施行規則 

平成１ ６ 年１ ０ 月２ １ 日 

規 則 第 １ ５ ７ 号 

（趣旨） 

第１ 条 こ の規則は、鹿児島市市街化調整区域における住宅建築等に関する 条例（ 平成１ ６

年条例第１ ０ ３ 号。 以下「 条例」 と いう 。） の施行に関し 、 必要な事項を 定める も のと す

る 。  

 

（条例第２条第１号及び第５号の規則に定める基準） 

第２ 条 条例第２ 条第１ 号及び第５ 号の規則に定める 基準は、 次に掲げる も のと する 。  

( 1）  予定建築物の規模等に照ら し て住宅を 建築する こ と の必要性及び確実性がある こ と 。 

( 2）  許可を 申請し よ う と する者が、市街化区域内又は市街化調整区域内に住宅を 所有し て

いないこ と 。  

( 3）  許可を 申請し よ う と する者が、市街化区域内に住宅を 建築するこ と が可能な土地を 所

有し ていないこ と 。  

 

（条例第２条第２号及び第３号の規則に定める基準） 

第３ 条 条例第２ 条第２ 号及び第３ 号の規則に定める 基準は、 次に掲げる も のと する 。  

( 1）  当該開発行為の目的である 建築物又は第一種特定工作物が、従前の建築物又は第一種

特定工作物と ほぼ同一の用途であるこ と 。  

( 2）  当該開発行為の目的である 建築物の延べ面積が、 従前の建築物の延べ面積の１ ． ５ 倍

以内であるこ と 。 ただし 、 専用住宅で、 その延べ面積が２ ８ ０ 平方メ ート ル以下のも のに

ついては、 こ の限り ではない。  

 

（条例第２条第４号の規則に定める基準） 

第４ 条 条例第２ 条第４ 号の規則に定める 基準は、 次に掲げる も のと する 。  

( 1）  当該開発行為の目的である 公民館又は地区集会所等が、既存の集落の居住者のため公

益上必要と 認めら れ、 かつ、 当該集落内にある こ と 。  

( 2）  当該開発行為の目的である 公民館又は地区集会所等が、 町内会、 自治会等の自治組織

において運営さ れ、 適正な管理が行われる も のである こ と 。  

 

（条例第２条第７号の規則で定める建築物） 

第５ 条 条例第２ 条第７ 号の規則で定める 建築物は、市街化調整区域にある 建築基準法（ 昭

和２ ５ 年法律第２ ０ １ 号） 別表第２ （ い） 項第１ 号から 第３ 号まで及び（ ろ ） 項第２ 号に

掲げる 建築物と する 。  

 

（条例第２条第７号の規則で定める道） 

第６ 条 条例第２ 条第７ 号の規則で定める 道は、 建築基準法第４ ３ 条第２ 項第１ 号の規定

に基づく 認定又は同項第２ 号の規定に基づく 許可を 受けた建築物の敷地に接する 道と す

る 。  
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（条例第３条第１項第１号の規則で定める交差点） 

第７ 条 条例第３ 条第１ 項第１ 号の規則で定める 交差点は、交通分散の図れる も ので、次に

掲げる 要件を 満たす道路（ 開発行為を 行う 土地が接する道路を 除く 。） が２ 以上接続し て

いる 交差点と する 。  

( 1）  国道、 県道、 市道、 農道その他こ れに類する 公共の用に供する道である こ と 。  

( 2）  交差点から ３ ５ メ ート ルまでの区間の幅員が４ メ ート ル以上確保さ れている こ と 。  

( 3）  行き 止まり 道路でないこ と 。  

 

（条例第４条第２号の規則に定める基準） 

第８ 条 条例第４ 条第２ 号の規則に定める 基準は、 次に掲げる も のと する 。 ただし 、 地形、

地物等の状況によ り やむを 得ないと 市長が認める場合は、 こ の限り でない。  

( 1）  敷地が、 道路に４ メ ート ル以上接するこ と 。  

( 2）  建築基準法第４ ２ 条第２ 項の規定によ っ て道路の境界線と みなさ れる 線と 道と の間

にある 塀又は擁壁等を 撤去する こ と 。  

 

（条例第４条第３号の規則に定める基準） 

第９ 条 条例第４ 条第３ 号の規則に定める 基準は、 建築物の用途については建築基準法第

４ ８ 条、 建築物の高さ については同法第５ ５ 条及び各部分の高さ については同法第５ ６

条に規定する 第一種低層住居専用地域における 基準に適合する こ と と する 。  

 

（条例第４条第４号の規則に定める基準） 

第１ ０ 条 条例第４ 条第４ 号の規則に定める基準は、 次に掲げるも のと する 。  

( 1）  管理施設の用途が、 作業場、 事務所等の営業の拠点その他こ れら に類する も のでない

こ と 。  

( 2）  新築等を 行う 建築物の用途が、防犯上必要な機器を 設置する 管理室又は従業員の休憩

室、 更衣室若し く は便所であっ て、 こ れら の延べ面積が３ ０ 平方メ ート ル以下で、 かつ、

敷地面積の１ パーセン ト 以下であるこ と 。  

( 3）  敷地については、 次に掲げる 要件を 満たし ているこ と 。  

ア 露天の資材置場又は露天の駐車場の敷地と し て利用し ているこ と 。ただし 、自動車の販

売を 目的と し た置場、 建設機械のレ ン タ ルを 目的と し た置場その他こ れら に類する 用途

のも のは除く も のと する。  

イ  原則と し て、建築基準法第４ ２ 条第１ 項各号に規定する 道路で、幅員４ メ ート ル以上の

も のに接し ている こ と 。  

ウ 敷地の区域が、 柵又は垣等によ り 明確であり 、 適切な管理がさ れている こ と 。  

エ 隣地境界線及び道路境界線に沿っ て樹木等の緩衝帯を 設ける など周囲の自然環境と の

調和に配慮し た景観形成が図ら れたも のである こ と 。  

オ 建築物から の排水処理等については、 周辺の環境悪化を 生じ ないよ う 配慮さ れたも の

である こ と 。  

カ  都市計画法（ 昭和４ ３ 年法律第１ ０ ０ 号） 第８ 条第１ 項第７ 号に規定する 風致地区と し

て定めら れた区域にないこ と 。  
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付 則 

こ の規則は、 平成１ ６ 年１ １ 月１ 日から 施行する 。  

付 則（平成１９年１０月２９日規則第１６２号） 

こ の規則は、 平成１ ９ 年１ １ 月３ ０ 日から 施行する 。  

付 則（平成２２年３月２３日規則第１３号） 

こ の規則は、 平成２ ２ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

付 則（平成２８年１月６日規則第１号） 

こ の規則は、 平成２ ８ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

付 則（平成２９年２月２２日規則第７号） 

こ の規則は、 平成２ ９ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

付 則（平成３０年９月２５日規則第８７号） 

こ の規則は、 平成３ ０ 年９ 月２ ５ 日から 施行する 。  
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２－３ 鹿児島市開発行為、建築等における災害の防止に関する条例及び施行規則   

 

○鹿児島市開発行為、建築等における災害の防止に関する条例 

昭和５２年３月３１日 

条  例  第  １５  号 

第１章 総則 

（目的） 

第１ 条 こ の条例は、 シラ スその他こ れに類する 特殊土じ ょ う でおおわれ、 かつ、 し ばし

ば台風の来襲を 受け、 雨量の極めて多い自然的条件のも と にある 本市において行われる

開発行為、 建築等における 災害の防止及び災害発生時の避難等について定め、 も つて市

民の生命、 身体及び財産を 災害から 保護する こ と を 目的と する 。  

 
（定義） 

第２ 条 こ の条例において、 次の各号に掲げる 用語の意義は、 それぞれ当該各号に定める

と こ ろ による 。  

( 1）  災害 暴風、 豪雨、 洪水及び高潮により 生ずる 被害を いう 。  

( 2）  防災 災害を 未然に防止し 、 災害が発生し た場合における被害の拡大を 防ぎ、 及び

災害の復旧を 図る こ と を いう 。  

( 3）  開発行為 土地の区画形質を 変更するすべての行為を いう 。  

( 4）  建築物 建築基準法（ 昭和２ ５ 年法律第２ ０ １ 号） 第２ 条第１ 号に規定する 建築物

を いう 。  

( 5）  建築 建築基準法第２ 条第１ ３ 号に規定する 建築を いう 。  

( 6）  公共施設 道路、 河川、 水路、 公園、 広場その他公共の用に供するこ れら に類する

施設を いう 。  

 
第２章 市の責務 

（基本的責務） 

第３ 条 市は、 市民の生命、 身体及び財産を 災害から 保護する ため、 その有する機能を 発

揮する と と も に、 国、 他の地方公共団体及び公共的団体並びに市民の協力を 得て、 防災

上の業務の遂行に努めなければなら ない。  

 
（防災計画の実施） 

第４ 条 市は、 前条の責務を 遂行する ため、 防災に関する 計画を 作成し 、 その円滑な実施

に努めなければなら ない。  

２  前項の場合において、 市は、 国、 他の地方公共団体及び公共的団体並びに市民に対し

協力を 要請し 、 総合的機能の発揮に努めなければなら ない。  

 
（施設の安全確保） 

第５ 条 市は、 開発行為、 建築等の事業を 実施する と き は、 防災に関し 十分な配慮を し な

ければなら ない。  
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２  市は、 その所有し 、 占有し 、 又は管理する 公共施設その他の財産について、 防災上の

安全の確保に努めなければなら ない。  

 
第３章 市民の責務 

（基本的責務） 

第６ 条 市民は、 災害が発生し 、 又は発生する おそれがある 場合においては、 相互に協力

援助する と と も に、 市が行う 防災業務に協力し 、 安全の確保に努めなければなら ない。  

 

（財産の保全） 

第７ 条 市民は、 その所有し 、 占有し 、 又は管理する 土地、 建物、 施設その他の財産につ

いて、 防災上の安全の確保に努めなければなら ない。  

 
（公共施設の安全確保） 

第８ 条 市民は、 公共施設を 破損し 、 又は公共施設に廃棄物を 投棄する など災害発生の原

因と なり 、 又は原因と なる おそれのある 行為を し てはなら ない。  

２  市民は、 公共施設に投棄さ れ、 又は滞留する 廃棄物等について、 こ れを 除去し 、 処理

する など 防災上の安全の確保に努めなければなら ない。  

 
（防災組織の設置） 

第９ 条 市民は、 災害時における 自ら の安全を 確保するため、 自主的な防災組織の設置に

努めなければなら ない。  

 
（防災訓練等への参加） 

第１ ０ 条 市民は、 市その他法令の規定により 防災に関する 責務を 有する者又は市民の設

置する 自主的な防災組織等が実施する 防災訓練その他防災に関する 行事に積極的に参加

する よ う に努めなければなら ない。  

 
第４章 開発行為、建築等 

（開発行為における防災） 

第１ １ 条 開発行為を 行う 者は、 都市計画法（ 昭和４ ３ 年法律第１ ０ ０ 号）、 宅地造成及

び特定盛土等規制法（ 昭和３ ６ 年法律第１ ９ １ 号） その他の法令、 条例等を 遵守する と

と も に、 災害を 防止するための万全の措置を 講じ なければなら ない。  

 

（工事計画変更の助言、勧告等） 

第１ ２ 条 市長は、 宅地造成及び特定盛土等規制法に規定する 宅地造成及び特定盛土等並

びに土石の堆積、 都市計画法に規定する 開発行為又はその他の法令に規定する こ れら に

類する 行為以外の開発行為について、 防災上特に必要がある と 認める と き は、 当該開発

行為を 行う 者に対し 、 工事計画その他必要な事項について説明を 求める こ と ができ る 。  

２  市長は、 前項の開発行為が防災上適当でないと 認める と き は、 当該開発行為を 行う 者

に対し 、 当該工事計画の変更について助言し 、 又は勧告する こ と ができ る 。  

る こ と と なる も の 
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（建築における防災） 

第１ ３ 条 建築物を 建築する 者は、 建築基準法その他の法令、 条例等を 遵守すると と も

に、 災害を 防止する ための万全の措置を 講じ なければなら ない。  

 
（建築物の安全保持） 

第１ ４ 条 建築物の所有者、 占有者又は管理者（ 以下「 所有者等」 と いう 。） は、 当該建

築物について防災上的確な措置を 講じ 、 常に安全な状態で保持し なければなら ない。  

 
（危険な建築物に対する助言及び勧告） 

第１ ５ 条 市長は、 建築物が防災上著し く 危険である と 認める と き は、 当該建築物の所有

者等に対し 、 防災上必要な措置を 講ずべき こ と を 助言し 、 又は勧告する こ と ができ る 。  

 
（土地の安全保持） 

第１ ６ 条 土地の所有者等は、 当該土地について、 切土、 盛土若し く は地盤の改良を 行

い、 又は排水施設若し く は擁壁を 設置する など 防災上的確な措置を 講じ 、 常に安全な状

態で保持し なければなら ない。  

 
（危険な土地に対する助言及び勧告） 

第１ ７ 条 市長は、 土地が防災上著し く 危険である と 認める と き は、 当該土地の所有者等

に対し 、 防災上必要な措置を 講ずべき こ と を 助言し 、 又は勧告する こ と ができ る。  

 
（工事施工上の安全措置） 

第１ ８ 条 開発行為を 行う 者、 建築物を 建築する 者、 工事監理者その他工事の施工に従事

する 者は、 災害を 防止する ため、 次の各号に定める 措置を 講じ なければなら ない。  

( 1）  がけ崩れ及び土砂流失の防止 

( 2）  建築物の補強 

( 3）  公共施設の破損の防止 

( 4）  廃棄物の適切な処理 

( 5）  前各号に掲げる も ののほか、 災害を 未然に防止する 措置 

 
第５章 避難及び通報 

（避難の指示） 

第１ ９ 条 市長は、 災害が発生し 、 又は発生する おそれがある 場合において、 市民の生命

又は身体を 災害から 保護し 、 その他災害の拡大を 防止する ために特に必要があると 認め

る と き は、 居住者、 滞在者その他の者（ 以下「 居住者等」 と いう 。） に対し 、 避難のた

めの立退き を 指示する こ と ができ る。  

 
（指示に従う義務） 

第２ ０ 条 居住者等は、 前条の規定による 指示を 受けたと き は、 その指示に従わなければ

なら ない。  
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（自主避難） 

第２ １ 条 居住者等は、 災害が発生し 、 又は発生する おそれがある 場合は、 自ら の判断に

よ り 、 速やかに避難し なければなら ない。  

 
（市長への通報） 

第２ ２ 条 居住者等は、 災害が発生し 、 又は災害が発生する おそれがある異常な現象を 発

見し た場合は、 その旨を 市長又は関係機関に対し 、 速やかに通報し なければなら ない。  

 

第６章 雑則 

（立入調査） 

第２ ３ 条 市長は、 こ の条例の施行に必要な限度において、 その職員に開発行為に係る 土

地、 建築物の敷地その他の場所に立ち 入り 、 当該土地、 建築物の敷地等の状況を 調査さ

せる こ と ができ る 。  

２  前項の規定によ り 立入調査を 行う 職員は、 その身分を 示す証明書を 携帯し 、 関係者の

請求があつたと き は、 こ れを 提示し なければなら ない。  

３  第１ 項の規定によ る 立入調査の権限は、 犯罪捜査のために認めら れたも のと 解釈し て

はなら ない。  

 
（勧告に従わない者の公表） 

第２ ４ 条 市長は、 第１ ２ 条第２ 項、 第１ ５ 条又は第１ ７ 条の規定によ る勧告を 受けた者

がその勧告に従わなかつた場合において、 特に必要がある と 認める と き は、 その者の氏

名及び住所（ 法人にあつては、 その名称及び主たる 事務所の所在地） その他必要な事項

を 公表するこ と ができ る。  

２  市長は、 前項の規定によ る公表を 行おう と する と き は、 当該勧告を 受けた者に対し

て、 あら かじ め、 その旨を 通知し 、 意見の聴取を 行う も のと する 。  

３  市長は、 第１ 項の規定による 公表の対象と なる 勧告を 受けた者の所在が判明し ない場

合においては、 前項の規定によ る 通知を 、 当該勧告を 受けた者の氏名（ 法人にあつては

名称及び代表者の氏名）、 意見の聴取を 行う 期日及び場所並びに同項の規定によ る 通知

の内容を 記載し た書面を いつでも 当該勧告を 受けた者に交付する 旨を 市役所の掲示場に

掲示する こ と によ つて行う こ と ができ る 。 こ の場合においては、 掲示を 始めた日から ２

週間を 経過し たと き に、 当該通知が当該勧告を 受けた者に到達し たも のと みなす。  

 
（委任） 

第２ ９ 条 こ の条例に定める も ののほか、 こ の条例の施行に関し 必要な事項は、 市長が別

に定める 。  

付 則 

（施行期日） 

１  こ の条例は、 昭和５ ２ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

（吉田町等の編入に伴う経過措置） 

２  吉田町、 喜入町、 松元町及び郡山町（ 以下「 ４ 町」 と いう 。） の編入の日（ 以下「 編

入日」 と いう 。） 前に、 吉田町土地利用対策要綱（ 昭和５ ０ 年吉田町告示第４ １ 号）、 喜
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入町土地利用対策要綱（ 昭和５ ４ 年９ 月１ 日制定）、 松元町土地利用対策要綱（ 平成４

年松元町要綱第３ 号） 及び郡山町開発行為に関する 指導要綱（ 昭和５ ７ 年郡山町告示第

１ 号）（ 以下「 ４ 町要綱」 と いう 。） の規定によ り 土地利用協議書を 提出し た者に係る 開

発行為については、 こ の条例の規定にかかわら ず、 それぞれ４ 町要綱の例によ る。  

３  編入日前に桜島町であつた区域内において、 編入の際現に開発行為の工事に着工し て

いる 開発行為については、 第１ ３ 条から 第１ ５ 条までの規定は、 適用し ない。  

４  編入日前に４ 町の区域内において、 平成１ ６ 年１ １ 月１ ５ 日以前に届出の必要な開発

行為の工事に着手する 者（ 前２ 項に規定する 者を 除く 。） に対する 第１ ４ 条の適用につ

いては、 同条中「 工事に着手し よ う と する 日の２ 週間以上前の日」 と ある のは、「 工事

に着手する日」 と する 。  

付 則（ 平成１ ６ 年３ 月２ ３ 日条例第２ ３ 号）  

（施行期日） 

１  こ の条例は、 平成１ ６ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

（経過措置） 

２  こ の条例の施行前に鹿児島市民の環境を よ く する 条例を 廃止する条例（ 平成１ ６ 年条

例第１ ３ 号） によ る廃止前の鹿児島市民の環境を よ く する 条例（ 昭和４ ８ 年条例第３ ０

号）（ 以下「 旧条例」 と いう 。） 第４ ９ 条の規定により さ れた届出は、 改正後の第１ ３ 条の

規定によ り さ れた届出と みなす。  

３  旧条例第５ ０ 条第２ 項の規定によ り さ れた命令は、 改正後の第１ ６ 条の規定によ り さ

れた命令と みなす。  

付 則（ 平成１ ６ 年１ ０ 月１ ８ 日条例第１ ０ ８ 号）  

こ の条例は、 平成１ ６ 年１ １ 月１ 日から 施行する。  

付 則（ 令和３ 年６ 月２ ４ 日条例第６ １ 号）  

こ の条例は、 公布の日から 施行する。  

付 則( 令和６ 年１ ２ 月２ ０ 日条例第 63 号)  

こ の条例は、 令和７ 年４ 月１ 日から 施行する 。  
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○鹿児島市開発行為、建築等における災害の防止に関する条例施行規則 

平成１ ６ 年３ 月３ １ 日 

規 則 第 ８ ９  号 

（趣旨） 

第１ 条 こ の規則は、 鹿児島市開発行為、 建築等における 災害の防止に関する 条例（ 昭和

５ ２ 年条例第１ ５ 号。 以下「 条例」 と いう 。） の施行に関し 、 必要な事項を 定める も の

と する 。  

 
第２ 条 条例第２ ３ 条第２ 項に規定する証明書は、 身分証明書（ 様式） によ る も のと す

る 。  

付 則 

こ の規則は、 平成１ ６ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

付 則（ 平成１ ９ 年１ ０ 月２ ９ 日規則第１ ６ １ 号）  

こ の規則は、 平成１ ９ 年１ １ 月３ ０ 日から 施行する 。  

付 則（ 令和３ 年３ 月３ １ 日規則第４ ５ 号）  

（ 施行期日）  

１  こ の規則は、 令和３ 年４ 月１ 日から 施行する。  

（ 経過措置）  

２  こ の規則の施行前にこ の規則によ る 改正前のそれぞれの規則に規定する 様式により

作成さ れた書類は、 こ の規則によ る改正後のそれぞれの規則に規定する 様式によ り 作

成さ れた書類と みなす。  

( 施行期日)  

１  こ の規則は、 令和 7 年 4 月 1 日から 施行する。  

( 経過措置)  

２  こ の規則の施行前にこ の規則によ る 改正前のそれぞれの規則に規定する 様式によ り

作成さ れた書類は、 こ の規則によ る 改正後のそれぞれの規則に規定する 様式によ り 作

成さ れた書類と みなす。  
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３－１ 鹿児島市開発行為審査協議会設置要綱                     

 

○鹿児島市開発行為審査協議会設置要綱 

平成８年５月１日 

 （設置） 

第１ 条 都市計画法（ 昭和４ ３ 年法律第１ ０ ０ 号） 第３ ２ 条の規定によ る 協議（ 以下

「 事前協議」 と いう 。 ） を 円滑かつ効率的に行う ため、 鹿児島市開発行為審査協議

会（ 以下「 協議会」 と いう 。 ） を 設置する 。  

 

 （所掌事務） 

第２ 条 協議会は、 開発行為を 行おう と する 者（ 以下「 開発者」 と いう 。 ） から 市長

に対し 事前協議の申請書が提出さ れた場合において、 必要がある と 認める と き は、

次に掲げる 事項について協議し 、 及び審議し 、 その結果を 市長に報告する 。  

 ( 1）  事前協議における 開発行為の許可又は不許可の方針に関する 事項 

 ( 2）  法令等に定めら れた事項に適合し た開発行為の指導に関する 事項 

 

 （組織） 

第３ 条 協議会は、 会長、 副会長及び委員を も っ て組織する 。  

２  会長は、 建設局等担当副市長と する 。  

３  副会長は、 建設局長と する 。  

４  委員は、 別表第１ に掲げる 職にある 者を も っ て充てる 。  

 

 （会長等の職務） 

第４ 条 会長は、 協議会を 代表し 、 会務を 総理し 、 会議の議長を 務める 。  

２  会長に事故がある と き 、又は会長が欠けたと き は、副会長がその職務を 代理する 。  

３  協議会の会議は、 会長が招集する 。  

 

 （幹事会） 

第５条 協議会の運営を円滑にするため、協議会に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、会長から指示のあった開発行為に係る事項について調査し、及び事前審議し、

その結果を協議会に報告する。 

３ 幹事会の幹事は、別表第２に掲げる職にある者をもって充てる。 

４ 幹事会に幹事長を置き、建設局都市計画部長をもって充てる。 

 

 （意見の聴取等） 

第６条 協議会及び幹事会は、必要に応じて開発者の出席を求め、その意見又は説明を聞

くことができる。 

 

第３節 その他関係要綱等  
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 （庶務） 

第７条 協議会の庶務は、建設局都市計画部土地利用調整課で行う。 

 

 （その他） 

第８ 条 こ の要綱に定める も ののほか、 協議会の運営に関し て必要な事項は、 会長が

別に定める 。  

付 則 

１ この要綱は、平成８年５月１日から施行する。 

２ 開発行為審査協議会設置要綱（平成３年７月１日制定）は、廃止する。 

   付 則 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

   付 則 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

   付 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２９年１２月７日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和４年１１月１６日から施行する。 

 

 
別表第１（第３条関係） 

 

鹿児島市開発行為審査協議会委員 

 委  員 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

企画財政局長 

市民局長 

 環境局長 

 こども未来局長 

 産業局長 

 消防局長 

 交通局長 

 水道局長 

 建設局建設管理部長 

 建設局都市計画部長 

 建設局建築部長 

 建設局道路部長 

 教育委員会事務局管理部長 
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別表第２（第５条関係） 

 

鹿児島市開発行為審査協議会幹事会幹事 

 幹 

 事 

 長 

 

 建設局都市計画部長 

 

 

 幹 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事 

 環境局環境部環境保全課長 

 環境局自然循環部資源政策課長 

 こども未来局こども政策課長 

 産業局農林水産部農政総務課長 

 産業局農林水産部生産流通課長 

 産業局農林水産部農地整備課長 

 産業局農林水産部谷山農林課長 

 消防局警防課長 

 交通局バス事業課長 

 水道局水道部水道整備課長 

 水道局下水道部下水道建設課長 

 教育委員会事務局管理部施設課長 

 教育委員会事務局管理部文化財課長 

 農業委員会事務局長 

 

 

 幹 

 

 

 

 

 

 

 

 事 

 建設局建設管理部公園緑化課長 

 建設局建設管理部河川港湾課長 

 建設局都市計画部都市計画課長 

 建設局都市計画部土地利用調整課長 

 建設局都市計画部区画整理課長 

 建設局建築部建築指導課長 

 建設局道路部道路建設課長 

 建設局道路部街路整備課長 

 建設局道路部道路管理課長 

 建設局道路部谷山建設課長 

 企画財政局企画部政策企画課長 

 市民局市民文化部地域づくり推進課長 

 

 

 


